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日米における原価計算の基準化
酉　澤　　僑
1　AAAの原価計算基準
　米副こおける原価計算基準化の構矢は，第1表のように1947年に米国会計学
会（A皿erican　AccomtingAssociation：AAA）に原価計算原則表明委員会
（theCommitteeonStatementofCostAccomting　Principles）が設置
された時まで遡ることができる。当委員会は，委員会としての正式見解は発表
し次かったが，年次大会の席上各委員は個人報告の形で見解を披渥した。リー
ド委員長によると，当委員会は，主題をr原価計算原則に関する報告書」から
「原価計算の基本概念（Fundamental　Concepts　of　Cost　Accomting）に変
更した。当委員会は，r原則の語は，一般に確実性を表わす誤った意味に便われ
ており，会計においては存在しえないような事物の本質を表わすものと考えら
れており，概念叉は基準の語の方が一層有意義である」と判断したためである
〔Read，1948，p．28〕。ベイト：・・リトルトソ繭教授も，かつて1940年の名著
r会杜会計基準序説』において，原則（principles）はr会計のような人間用
役による制度においては存在しえないほどの普遍妥当性と垣久性を示竣する」
用語であるから，企業会計では，「事業の財務上の事実を意味ある形で表現す
る手段とLての機能に関する総合的な考え方を表わす」基準（standards）を
追究すべきことを主張Lたが〔PatOn，1940＜中島，28年，6～7頁〉〕，同委員
会も同じ見解に従ったのである。
第1表日米の原価計算基準化の推移
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総理庁・原価計算要綱・1
制定　　　　　　1
大蔵省『原価計算塞準』
審議開始
MA原価委員会再開NAA　r標準原価計算』
公刊
磨省・撒制大綱・
＾A52年度原価委員会
51年度委員会報告書公表
N＾r営業費分析』公刊
経済安定本部企業会計基
準審議会は大蔵省企業会
計審議会に改組
A＾53年度原価委員会
NAA　r直接原価計算』
公干I
通産省『内部統制手続』
答申，『基準』（要綱案）
を部会小委員会に提出
A＾54年度原価委員会
53年度委員会非公式発表
MA『営業費管理ヨ公刊
（中央経済杜『原価計算』
〈月刊誌〉を発売）
MA55年度原価委員会NAA　r研究費会計』公刊
日本生産性本都（JPC）設
置，r基準』（仮案）を部会
小委員会に提出
ん蛆55年度原倣委員会
55年度委員会報告書公表
（産業経理協会原価講習
所を開設），通産省『利益
計画』答申
56年度委員会非公式発表
AAA原揃委員会を管理
会計委員会に改組
大蔵省『原価計算基準』
仮案を提示。（原価講習
所・原価管理士資格検定
試験を開始）
AICPA「マネジメソト・
サーピス」研究開始
企業庁及びJPC『中小企
業の原価計算』を制定
NAA『原価改善』公刊 夫蔵省『原舳計算基準』，修正案作成　　　1
NAへ『直接原価計算』
公刊
JPC『原価計算の手びき』
制定，企業庁『コスト解
析』制定
…1・・1蝋『原価差異分析』 1欝省『原価計算基準』
時　代　背　景
経済安定本部設置
証券取引法施行
公認会計士法（23年川
施行
「企業会計原則」発1
表（24年）　　　！
「監査基準」発表
（25年）
圭財務諸表規則」改「
「企業会計原則注解」■
発表　　　　　1
（神武以来の好況期）「
「監査基準」改正
（宇宙時代開幕一人
工衛星打上げ）
（なべ底景気）
（伊勢湾台風）
犬蔵省「有価証券報≡
告書総覧」発行　　＝
「商法規則」（38年）「
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AAA，“ASOBAT”発表
CASB（原価計算基準審
議会）設置
（AAA管理会計委員会
報告）
AAA杜会原価委員会設
置
（AAA計画・統制基準
委員会報告）
FASB『金利』基準発表
（’79）
ミラー『GAAPガィド』
公刊
通産省『コスト・マネジ
メソト』答申
rCASBの原価計算基準」
『会計』誌に連載（52～53
年）
通産省『企業財務政策』
答申
企業庁『原緬計算要領』
制定，（目本原価計算研
究学会発足）
学会「原価計算基準特別
委員会」設置，運輸省
『物流コスト基準』制定
『経営原価計算』（中間
報告）』発表
『経営原価計算（仮案）』
発表，掌会「原価計算基
準への提言」発表
「監査基準」改正
（万国博開催）
「監査特例法」
（49年）
「連結財務諸表原
則」発表
「中間財務諸表作成
・監査基準」発表
学会「研究開発費研
究」グループ発足
商法・原貝日・規貝敏
正
（注）AAA：米園会計学会，AICPA：米国公認会計＝ヒ協会、NAA：米国会計人協会．FASB：財務会計塞
　準審議会，企業庁：中小企業庁，学会：日本会計研究挙会
　さらに原価計算について，次の定義を下した〔同上，p．29〕。r原価計算は，
一般会計の一部で，作業中心点，製品単位及び収益の流れの一部に原価を分類
し配分することに関達する領域から成り立っている。そのほか原価計算には，
あらゆる種類の原価清報を報告することも含まれる。このようた原価計算領域
では企業の全杜の期聞純利益を算定するだけではなく，事業都，部門，製品種
類その他企業の小区分からえられる純利益部分を算定するために必要な会計技
術が使用され私このようた原価言十算は，次の3犬目的を有することが指摘さ
れた〔同上，p．29〕。①企業単位内において業務遂行に要する原価を最小化す
るのを援助する。②財政状態及び純利益算定の基礎となる原価情報を提供する。
③経営管理上の特殊間題を解決することを特に援助しようと意図した一連の原
価資料を提供すること。①は原価管理目的，②は財務諸表作成目的，③は意思
決定目的を表わしたもので，初めて原価計算の3目的が識別された。
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　1951年に原価委員会は，原価概念及び基準委員会（the　Com㎡ttee　On　Cost
Concepts　and　Standards）として再開され，翌52年に正式の委員会報告書を
公表した。当委員会も，47年度委員会の業績を踏襲し，原則に代えて基準及ひ
概念の用語を継承した。ここでは原価とはr特定の目的を達成するために消費
したか消費すると予定される価値犠牲（foregoing）を貨幣単位で測定したも
の」と定義したが，原価計算（COSt　a㏄Ounting）については，r経営管理者の
必要性に従って原価を測定すること」と包括的定義を下すにとどめた。続いて
示した22の原価概念の定義は，その後の定説として広く使用されることとなっ
た〔AAA，1952，PP．176～180〕。また原価計算目的としては，①一般財務諸表
の作成に必要な原価の集計，②原価管理に必要な原価資料の各種経営管理者階
層への提供，及び③経営意思決定及び経営方針に必要な原価情報の経営管理者
への提供をあげた。表現及び順位は変わったが，47年度委員会の見解に本質的
な改訂は加えられなかった。
　当委員会は，原価の目的別に以下のような原価計算の基準を表明した。①財
務諸表作成目的からは，遵守すべき基準として，継続性の教義と重要性の教条
を強調し，あわせて原価の慣行と会計期間の慣行を指摘Lている。次に②原価
管理目的からは，原価管理プログラムの基本的な要件，原価の発生及び管理責
任の明示，③事後追及の権隈の必要性を論じている。さらに③特殊原価調査目
的からは，原価算定の必要性，原価算定の目的，関違原価と測定単位の選定，
原価算定の方法を主要事例について例示した〔同上，PP．181～188〕。ここに継
続性の教義（DOgma　of　COnsistency）とは，r期間比較が可能なよう統一性
を持って会計方式及び手続を使用するを意味し，重要性の教条（Doctrine　of
Ma旋㎡a1ity）とは，r金額の重要性を表わす」ものである。一方，原価慣行（COSt
con▽entiOn）は実際原価主義を，また会計期間の慣行（convention　of　accom－
ting　pedod）は期間損益主義を指すものである〔同上〕。
　1952年度原価概念及び基準委員会は，正式報告書を公表しなかったが，ベニ
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ンガー委員長は，個人論文の申で，r原価計算原則に関する中聞報告書」（A
Tentative　State鵬nt　of　Cost　A㏄omting　Phncip1es）を，r1952年度原価
概念及び基準委員会の未公表報告書」からの引用として発表した。その原価計
算原則を列記すれぱ以下のとおりである。
①意思決定に対する健全な基礎を提供するため，原価計算は出来る隈り真実
　（the　truth）を反映しなければならない。
②有用な原価の測定値を入手するため，原価計算は出来る隈り客観的に実施
　しなけれぱならな㌧・o
③企業活動の適正な評価を行なうのに有用な資料を提供するため，原価計算
　は比較可能な形で実行しなければたらない。
④一原価対象について一層有用な原価計算を実施するため，原価は，出来る
　隈り原価を計算すべき対象に直接賦課しなげればならない。
⑤最も有用な資料を提供するため，原価計算は当該問題叉は目的に適合した
　ものでなければならない。
⑥　費やす努力から最大の成果をあげるために，原価計算は重要な資料を取扱
　わなけれぼならない。
⑦経営管理者が原価を管理するのを援助するために，管理上の業績標準との
　差異を表示できるよう原価計算を工夫したければならない。
⑧有用な原価管理情報を提供するために，管理上の責任区分に準拠して原価
　資料を提供しなければ汰ら恋い。
⑨財務会計目的からは，終局的には投資額と収益を適正に対応する必要があ
　るので，産出単位当りの投資額を表示できるよう原価資料を計算しなければ
　ならない。
⑩財務会計目的からぱ，閻接費は論理的な方法で当該間接費を発生させた基
　礎活動に配賦しなければならない。
　筆者の解釈によりあえて命名すれば，上記のうち①は真実性（tmth）原則，
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②は客観性（objectiv1ty）原測，③は比較性（cOm1parab111ty）原則，④は直
接賦課（direct　charge）原則，⑤は適合性（re1evance）原則，⑥は重要性
（si馴i丘cance）原則，⑦は原価差異（deviation）原則，⑧は責任性（responsi－
bility）原則，⑨は単位性（unit）原則，⑩は適正配賦（logica1al1ocation）
原則と呼称することができる。51年度委員会は，4原則を指摘するにすぎなか
ったが，52年度委員会はこれを10原則に拡大Lたのであ乱
　原価観念及び基準委員会は，その後も毎年設置されたが，正式報告書を公表
したのば，1955年度委員会である。同委員会はr経営管理員的の報告書の基礎
をなす原価概念に関する中間報告書』において，原価を計画目的の原価と統制
目的の原価と外部目的のための原価に大別し，原価概念を論及した。ここでは，
外部報告より内部管理が重視され，計画・統制の意義・種類及び原価特質を解
明し〔AAA，1956，PP．184～193〕，内部管理目的の原価計算に一大足跡を残し
た。特に計画を個別計画（prOject　planning）と期間計画（periOd　p1anning）
に2分し，また統制を伝達（cOmmunicatiOn），動機づげ（mOtivadOn）及び
評価（appraisa1）に3分して，原価概念を解明Lたことは，以後における原
価計算の方向づけに貢献するところが極めて大きかった。
　1947牢以来活発な活動を続げてきた原価概念及び基準委員会は，1956年度委
員会をもって所期の目的を達成し，終結し㍍そして，1957年からは代わって
管理会計委員会（Co㎜mi抗ee　on　Management　Accounting）が新設され，
管理会計の一環として原価計算の研究が進められることとなった。56年度委員
会は，正式報告書を公表したかったが，ベドホード委員長は個人論文において，
管理目的から原価を取得原価（aCquiSitiOn　COSt），利用原価（uti－iZatiOn　COSt），
活動原価（activity　cost）及び処分原価（disposition　cost）に分類し論及し
たことを報告している〔Bedford，1967，PP，13～14〕。以上はすべて企業原価
を対象としたものであるが，杜会原価に関しては1974年に杜会原価委員会が設
置された〔AAA，1975〕。
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2　AAA以外の原価計算基準
　AAA以外では，原価計算基準審議会（Cost　Accouning　Standards　Board：
CASB）が原価計算基準化に有力な影響を及ぼした。CASBは，国防契約等の
軍需品の調達に関する原価計算の準拠すべき原則を一層明確にするために1970
年8月に議会によって設立された機関で，国防契約業者聞の原価計算実務の統
一性と首尾一貫性を高めるための原価計算基準を作成することが任務とされて
いる〔神戸大，昭和52年，119頁〕。CASBは政府機関であり，CASBの原価計
算基準は法的強制力を有している。しかし，国防省等への納入業者が政府契約
原価を算定する場合にしか適用されない。この点，民間のAAAが学術研究の
成果として一般に公開している原価委員会報告書と，全く本質を異にしている・
　主恋基準としては，原価計算の一貫性，本杜費配賦，非許容原価の処理，原価
計算期間，標準原価の使用，有形資産の償却，一般管理費の配賦，材料の取得原極，
年金の計算，設備資本のコスト，保険料の処理，研究開発費の処理等がある。
　米国会計人協会（Nat1o蝸1Associat1on　of　A㏄ountants　NAA）も，
NAA　Research　Seriesを公刊し，原価計算基準化に寄与したところが犬きか
った。このNAA　Research　Series（達続調査報告書）は，NAAの調査スタ
ッフが主要会杜を実態調査した結果を帰納して，実務規範を発表したもので，
AAAが学老の理論的研究を集約したのと，好対象をなしている。そのうち特
に大きな貢献をなしたのは，次の調査報告書であった。
①“HowStandardCostsAreBeingUsedCurrently，”1951（山辺六郎
　訳r標準原価計算の実際』白桃書房，昭和31年）。
②“DirectCosting，1953”＆“CurrentApplicationofDirectCosting，”
　1961（染谷恭次郎監訳『直接原価計算』日本生産性本部，昭和38年）。
③“AnalysisofNon－Man㎡actur1ngCostsforManagerlalDec1sions，”
　1951－1952（西澤俺訳『マーケティソグ・コストの分析』日本生産性本部，
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　昭和39年）。
④“CostContro1forMarketingOperations”，1954＆“Accomting｛or
　Research　and　De▽e1opment　Costs，”1955（西澤脩訳『マーケティング’
　コストの管理』日本生産性本部，昭和39年）。
3　わが国の原価計算制度基準
　米国の場合と対比しながらわが国の原価計算基準化の推移を表記し，あわせ
て時代脊景を付記してみると，第1表右半分のとおりである。
　会計年表（A㏄ountingc㎞ono1ogy）としては佐藤孝一著r会計年表』が
公刊されており，有史以前1969年までの全世界の主な会計事象が要約表記され
ている〔佐藤，44年〕。そのうちわが国の文献については，日本会計研究学会編
『近代会計百年』に著書の総目録が〔日本会計研究学会，53年〕，また染谷恭
次郎編『会計文献目録』に雑誌の総目録が収録されている〔染谷，56年〕。
　敷田礼二教授は，大正14年のr海軍工作庁工事費整理規貝亜』をもってr日本
原価計算基準史の原始的形態」としているが〔敷田，47年，273頁〕，本格的な
原価計算基準としては，昭和8年に商工省財務管理委員会が発表したr原価計
算基本準則』（未定稿）が最初であった。その後4年半の審議検討を加え昭和12
年11月に正式公表されたのが，商工省財務管理委員会r製造工業原価計算準則』
（以下，『商工省準貝咀』と略称）であった。これは，当時の産業合理化運動の一
環として原価計算を普及，徹底させるために制定されたもので，以後におげる
原価計算基準化の基盤となった。上記のr基本準則』は，原価計算の目的とし
て，r経営の内部遇程における費用を査閲管理し，以て能率を促進せしむると共
に，他方適正なる販売価格の決定に資する」ことをあげ，準則制定の理由として，
r単に一経営を制するに止まらずして，これを広く国民経済より見るも無謀とな
る競争を避け，産業統制に基調を与える」ことを指摘している〔同上・前文〕。
　昭和12年に戦時経済の企画・推進をはかるため，内閣に企画院カ；設置され，
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14年にはr価格等統制令』が公布され，統制経済が一段と強化された。このた
め，14年にはr隆軍軍需品工場事業場原価計算要綱』が，15年にはr海軍軍需
品工場事桑場原価計算準則』が，さらにまた16年には，企画院r製造工業原価
計算要綱章案』がそれぞれ発表されていたが，これらを統一したのが昭和16年
8月に発表された企画院財務議表準貝凹統一協議会のr製造工業原価計算要綱章
案』であった。さらに翌17年4月1目には，閣令・陸海軍省令としてr原価計
算規則』が公布された。当規貝旺の別冊として添付され強制適用されたのが，企
画院r会計諸規則に関する統一協議会」が制定したr製造工業原価計算要綱』
（以下，『企画院要綱』と略称）であった。当要綱は，『物価等統制令』等の一
環として強制される点に最大の特質があったが，内容的にはr商工省準則』と
殆んど本質的な相異は存しなかった。
　昭和20年8月に終戦を迎え，戦時経済は一変L平時経済に移行する。このた
めすべての法規は改廃され，経済面では新たにr物価統制令』が21年に公布さ
れ，同令に基づきr原価計算規則』が制定された。その別記として制定された
のがr製造工業原価計算要綱』及びr鉱業原価計算要綱』（以下，r総理庁要綱』
と略称）であ乱これは『物価統制令』に基いて，原価計算の統一化をはかる
ことが目的とされたが，借入金利子の原価性を認めた点に大きな特色がある。
　以上の各基準は主として価格統制を目的としていたが，財務諸表作成や経営
管理を目的とした新しい時代の原価計算基準が要請されるに至り，昭和25年11
月経済安定本部企業会計基準審議会は，第4部会において原価計算基準の制定
に着手した。当審議会は，27牢8月に大蔵省に移管され，企業会計審議会と改
称された。昭和25年以来，12年間の審議検討を経て昭和37年11月8日に中閻報
告されたのが『原価計算塞準』である。当基準は，その後今目に至るまで何ら
修正や補正も加えられていない。
　なお，以上のうち4基準の概要をマトリヅクス妻示すれば，第2表のとおり
である。なお同表上の括弧内の番号は各基準の項目番号を示す。
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わが国の主要原価計算基準第
①大蔵省基準　　1②総理庁要綱　　1③企画院要綱
原価討算基準　　！製造工業原価計算
　　　　　　　　1要綱
製造工業原価計算
要綱
犬蔵省（企業会計　総理庁（庁令第工4　企画院（閣令）
審議会）　　　　　号）
昭和・・年・1月・目1昭和・・年・月・日；昭和・・年・月・日
灘誠嚢溜禦鰯ユ、経離1同左α）
画），原価管理，予算管理（1）　　　　　　1
萎鰯準原価計熱予定）原価1同左（・）
④商工省準貝囲
製造工業原価計算
準則
商工省（財務管理
委員会）
昭和12年11月
管理統制，売価決
定，損益計算（2）
後計算（前計算）（??
??
??
??
????
????
消費価値性，製品
関連性，製造関係
佳（1）
〕2く左消費価値性，給付
関連性，目的関連
性，工E常性（3）
消費価値性，給付
関連性，目的関連
性（2〕
????
同　左　（5）
利子，法令上の非
経費，その他は同
左帥
実際原価と見積原
価，主観原価と客
観原価，標準・平
均・正常原価（3）
利益賦課項目，臨
時償却費．運転資
本利子，利益基準
の特許料，臨時不
働時賃銀⑳
実際原価と標準原
価，製品原価と期
間原価，全部原価
と部分原価（4）
経営目的外の価値
減少，異常た価値
減少，税法上の損
金算入項目，利益
剰余金項目（5）
財務諸表作成基準
原価管理基準
予算管理基準（6）
製造原価，一般管
理及び販売費（5）
偶発損失，利益支
弁項目，投資資産
の費用，拡張用固
定資産の費用，前
払費用，評価損等，
貸倒償却陶
な　L
????
?????????????
??
し
????
左）毎（左）¢月計算期間は
原価計算と工業会
計との関係（6），工
業会計の勘定体系
鉤ガ原価計算と各
聾舞綴丘1
鈎，月次損益計算1
鵠　　　　　　　i
工業会計と連関㈹
勘定組織網
帳簿書類鱒
会計と原価計算と
の関係（5）
な
?????
??
計
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案　製造原価は費目別
際　→部門別→製品別
原　に計算，販売費及
価　び一般管理費は費
計目別に計算（7）
算
な　し
製造原価は要素別
→部門別→製品別
に計算㈲ な　し
4　中小企業の原価計算基準
　r大蔵省基準』は，主として犬企業向けの原価計算基準であるが，中小企業
向けの原価計算基準も，中小企業育成の一環として着々と進められてきた。中
小企業の原価計算基準としては，昭和33年9月中小企業庁と日本生産性本部
（JPC）から時を同じくして要領が発表された。中小企業庁編r申小企業の原
価計算要領』は，中小企業向けとはいえども，実際原価計算だけでなく，管理
のための原価計算や経営意思決定のための原価計算をも対象としている。本書
では，規模別に，r小企業の原価計算制度」やr中企業の原価計算制度」を論
じたり，業種別には印刷，建設，タクシー，金融，注文洋服店，族館，美容院，
クリーニソグ，製材，問屋等非製造業の原価計算も例示しているのが特色であ
る〔企業庁，34年〕。
　申小企業庁は，原価計算中心の上書を発展させ，原価管理を主題としたr中
小企業のためのコスト解析』を公刊したのは，昭和36年である。当書は，コス
ト解析の方法，その経営管理への適用及び解析上の間題について具体的な解説
を行なったもので，特に企業診断員の診断指導に資することを目的としている。
具体的には，原価の固変分解，損益分岐点分析，原価構成分析，原単位分析，
付加価値分析を姐上に乗せ，その意義，方法，問題点を解明している〔企業庁，
36年〕。
　他方、JPCの中小企業原価計算委員会は，『中小企業のための原価計算』（一
般指針）を発表し，これに塞づいて全国各地で講習が行なわれ多大め反響を呼
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んだ。当一般指針に基づいて業種別の原価計算指針を漸次制定するかたわら，
一般指針の解説書として昭和36年にr原価計算のてびき』を公刊した。この一
般指針は，次の特徴を有している〔JPC，36年，10～11頁〕。
①　原価計算と一般会計及び予算制度との有機的た緒合を配慮している。
②　原価計算の簡素化，迅遠化のため，伝票式会計をとっている。
③計算の経済性のため，原価計算目的上重要でないものは簡略化している。
④　財務会計目的だけでなく，管理会計目的にも役立つよう考慮している。
⑤　業種別原価計算のための一般指針も示している。
5　経営管理目的の原価計算基準
　専ら経営管理を目的とした原価計算基準としては，通産省の産業合理化審議
会（昭和40年に産業構造審議会に改組）は，昭和26年以来次のような一連の答
申を行たってきた。
①　昭和26年r企業におげる内部統制の大綱』（産業合理化審議会答申）
②昭柏28年『内部統制の実施に関する手続要領』（同上）
③　昭和31年r経営方針遂行のための利益計画』（同上）
④　昭和35年r事業都制による利益管理』（同上）
⑤　昭和41年rコスト・マネジメソト』（産業構造審議会答申）
⑥　昭和47年r企業財務政策の今後のあり方』（同上）
　このうち最も重要なのは『コスト・マネジメソト』答申書であり，ここでは，
「コスト・マネジメソトとは，利益管理の一環として，企業の安定的発展に必
要な原価引下げの目標を明らかにするとともに，その実施のための計函を設定
L・これが実現を図る一切の管理活動をいう」と定義L，〔通産省，41年，総
括〕，原価引下げの新理念とその方法を示した。
　同答申では，広義の原価管理（Cost　MaI1age㎜ent）をコスト・マネジメソ
トと呼称し，これを原価計画（cost　planning）と原価統制（cost　con位o1）
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に大別し，その用具として，特殊原価調査，標準直接原価討算，統制予算等の
会計技法のほか，0R，IE，価値分析，事務の機械化まで対象とした。以前は
cost　con故o1を原価管理と訳出してきたので，cost　contro1のほかcost　Pl・
an㎜ngまで含めたcost　ma■ageInentをコスト・マネシメントと別称Lたと
思われるが，CCSt　COntrC1を原価統制と訂正し，COStmanagementこそが
真の原価管理であると主張すべきであった。
　他方，運輸省流通対策本部は，昭和52年にr物流コスト算定統一基準』を発
表した。当基準では，①経営管理者の各階層に対して，物流コスト管理に必要な
原価資料を提供すること，②物流費予算の編成並びに予算統徹のために必要な
原価資料を提供すること，③物流の基本計画を設定するに当たり，これに必要
な原価情報を提供すること，④価格計算に必要な物流コスト資料を提供するこ
との4目的が持たれた〔運輸省，52年，18頁〕。ここに物流（physical　distri－
bution）とは，有形・無形の物財の供給者から需要者へ至る実物的（physica1）
な流れのことであって，具体的には包装，荷役，輸送，保管及び通信の諸活動
を指Lている〔西澤，52年，17頁〕。物流時代を迎え，これらの物流費が原価削減
の宝庫として重視されるに至ったため，当基準が策定され推進されたのである。
　民間では，企業経営協会は，昭和50年に経営原価計算実施要領作成委員会を
発足させ鋭意検討Lた結果，55年5月にr経営原価計算実施要領（中間報告）』
を発表したが，それをさらに全面改訂し，57年5月にr経営原価計算実施要領
（仮案）』として正式公表した。ここでは，経営原価計算をr企業のマネジメ
ントのための原価計算」と定義し，意思決定のための原価計算と業績評価のた
めの原価計算を展開しれこのr経営原価計算』はrコスト・マネジメソト』
よりさらに対象領域を拡大L，企業原価のほか杜会原価（ソーシャル・コスト）
も包括し，企業原価にも製造原価のほか研究開発費，販売費，物流費，本杜費
をも含めている。管理技法にも同様に，行動科学，マネジメソトサイエソス，
経済蛙工学，生産工学，EDPSアプリケーション・ソフトウェアまで包括して
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いる〔企業経営笛会，57年〕。
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